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広域計画策定にあたり 

 

  雲南地域の各町村は、平成６年７月、過疎化、高齢化が急速に進行してい

る雲南地域の課題と広域的な取組について調査検討を行うため、島根県と関

係町村で「雲南地域振興協議会」を設立し、平成８年１１月には、地域振興

を図るために、「ゆうきの里雲南」基本構想を策定した。 

  そして、この基本構想を実践するため、雲南地域振興協議会を「雲南広域 

 振興協議会」に改組し、平成９年４月木次合同庁舎内に事務局を設置し、職 

 員を配置した。 

  また、新たな業務として介護保険事業の共同実施の提案があり、関係町村 

 の話合いと先進地視察の実施など十分な検討のもとで、介護保険事業の共同 

 実施及び広域的な地域振興を図るため、共通の認識と理解に立ち、地域の一 

 体的な発展と簡素で効率的な広域行政をめざして、平成１１年８月１日に雲

南広域連合（以下「広域連合」という。）を設立した。 

  更に、松江地区広域市町村圏に編入されていた仁多郡２町及び大原郡３町 

 と、出雲地区広域市町村圏に編入されていた飯石郡５町村のあわせた１０町 

 村で、平成１３年４月、新たに「雲南地区広域市町村圏」を設立するととも 

 に、「雲南地区ふるさと市町村圏」の指定を受け、広域的な地域振興策を展開 

 していくこととした。 

  その後、少子高齢化の進行や日常生活圏の拡大、行政ニーズの多様化と地

方分権の進展への対応、国・地方を通じた深刻な財政状況などその抜本的な

対応策として市町村合併が急速に進み、本地域においても、最終的に１０町

村から雲南市、奥出雲町、飯南町の１市２町の構成となった。 

  豊かな自然と神話に彩られたこの地域は、地理的、社会的条件が類似し、 

 古くから交通、産業等において密接な関係を有し、市町村合併が進行した現

在においても、広域消防、病院事業、し尿処理事業など多くの行政事務を関

係市町が共同して実施しており、連帯意識も強固なものとなっている。 

  広域連合は、構成市町個々の伝統や特性を尊重しながら、多様化、高度化 

 する行政ニ－ズに適切かつ効率的に対応するとともに、地方分権の受け皿と 

 して足腰の強い広域行政システムを整備する。 
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  このため、広域連合と構成市町が雲南広域連合規約に基づき処理する事務 

 について、「経緯」、「現状と課題」及び「今後の方針と施策」を明らかにする 

 広域計画を定め、この地域の一体的な発展を進めていく。 
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Ⅰ 序論 

  

 １ 広域計画策定の趣旨 

    雲南広域連合広域計画（以下「広域計画」という。）は、広域連合の事 

   務に関し、雲南広域連合規約（平成１１年県指令地第４号。以下「規約」 

   という。）第５条に掲げる次の項目について、広域連合が処理する事務及 

   び関係市町が相互に役割分担を行い、連絡調整を図りながら処理する事 

   務を総合的かつ計画的に処理するために策定する。 

   （１）ゆうきの里雲南基本構想を踏まえたふるさと市町村圏計画の策定    

     及び同計画に基づく事業の実施に必要な連絡調整に関する事務。 

   （２）介護保険の実施に関する事務（各種申請書、届出書等の受付及び

保険料の賦課に関する基礎資料の作成を除く。） 

   （３）広域的に行う事務の調査研究に関する事務。 

 

 ２ 広域計画の役割 

    広域計画で定めようとする項目に関する事項については、地方自治法 

   （昭和２２年法律第６７号）第２９１条の７第２項の規定に基づき、構 

   成市町の基本構想及び他の法律の規定による諸計画との調和を図りなが 

   ら、広域連合が処理する事務及び構成市町が処理する事務を明確にし、 

   また、広域連合の事務と関係市町の広域的事務の総合的かつ計画的な処 

   理とその連絡調整を行うための広域計画とする。 

 

 ３ 広域計画の区域 

    広域計画の区域は、規約第３条で規定する広域連合の区域（雲南市、

奥出雲町、飯南町の１市２町の区域）とする。 

            

  ４ 広域計画の期間及び変更 

    広域計画の期間は、平成１８年度から平成２２年度までの５年間とし、 

   計画期間の満了前に見直しを行い、その後５年間を単位とする新たな広 

   域計画を策定する。 



 - 6 - 

   また、広域計画の変更は、雲南広域連合長が必要と認める場合に、雲    

  南広域連合議会の議決を経て行うこととする。 
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Ⅱ 基本計画 

 

  １ ふるさと市町村圏計画の策定及び同計画に基づく事業の実施に必要な    

   連絡調整に関する事務 

 

（１）経緯 

    雲南地域は、昭和４０年から昭和４５年までの間は、県の広域行   

政の単位として位置付けられていたが、その後、仁多郡及び大原郡が松 

   江地区広域市町村圏に、飯石郡が出雲地区広域市町村圏に編入され、ま 

   た、平成元年には出雲地区が、平成７年には松江地区がそれぞれ、ふる 

   さと市町村圏の指定を受けるなど、平成１２年度までは、異なる二つの 

   広域行政の枠組みの中で広域的地域振興策を展開してきた。 

    その一方で、病院、消防、環境衛生等の行政事務については、一部事 

   務組合や各種の協議会等を設立し、二つの広域市町村圏をまたぐ形で共 

   同処理が行われてきた。 

    このような背景のもと、雲南地域は中核都市から離れた中山間地域に 

   あって、過疎化、高齢化、少子化が急速に進み、産業、保健、医療、福 

   祉等の多くの分野で問題が顕在化してきた。 

    この多様な課題を解決していくためには、同じような状況に置かれて 

   いる雲南１０町村が、町村の枠を越えて一体となって共通課題に取り組 

   み、広域的な地域振興を図ることが効果的であり、現実的であると判断

した。 

    このため、関係町村は、平成６年７月に「中山間地域活性化広域的振 

   興事業」を導入し、雲南地域の課題と広域的な取組について調査検討を 

   行い、各町村の独自性を尊重し、その魅力を活かすとともに、各町村が 

   一つになって直面する課題を克服し、２１世紀において活力ある雲南地 

   域を実現させることを目標として、平成８年１１月に地域振興を図るた 

   めの「ゆうきの里雲南」基本構想を策定した。そして、平成１１年８月

には、ゆうきの里雲南基本構想の推進と介護保険事業の共同実施を目的

として、広域市町村圏やふるさと市町村圏における広域行政機構の役割
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を担うことのできる広域連合を設立したところである。 

    こうした状況を踏まえ、島根県全体としても広域的な圏域設定の見直

しを進める中で、平成１３年４月には仁多郡及び大原郡が松江地区広域

市町村圏から、飯石郡が出雲地区広域市町村圏からそれぞれ再編され、

「雲南地区広域市町村圏」を創設するとともに、「雲南地区ふるさと市町

村圏」の指定を受けた。これに伴い、「雲南地区ふるさと市町村圏振興事

業基金」を構成町村の支出金及び島根県補助金により８億円の基金を造

成し、そこから生ずる運用益等により地域振興事業を実施していくこと

となった。 

    また、「雲南地区ふるさと市町村圏計画」は、「ゆうきの里雲南」基本

構想を踏まえた計画とし、雲南地域を統一するキャッチフレーズを、  

     旬を感じ 生命を育む ゆうきの里雲南  

   と名付け、「ものづくり」、「イメージづくり」、「安心づくり」及び「人づ 

   くり」の４本の柱を立て、広域的地域振興施策を展開していくこととし

た。 

   

（２）現状と課題 

    地方分権の推進や少子高齢化の進展、広域的な行政需要の増大、国・

地方を通じて、極めて厳しい財政状況にある中、国・地方とも、一層簡

素で効率的な行財政運営が求められ、基礎自治体である市町村の行財政

基盤を強化する必要があることから、全国的に市町村合併が進展し、雲

南地域においても、平成１６年１１月１日に大東町、加茂町、木次町、

三刀屋町、吉田村及び掛合町が合併し雲南市が、平成１７年１月１日に

頓原町と赤来町が合併し飯南町が、同年３月３１日に仁多町と横田町が

合併し奥出雲町が誕生し１市２町の構成となった。 

    「ゆうきの里雲南基本構想」を踏まえた「雲南地区ふるさと市町村圏

計画」は、圏域の総合的な振興の指針としての役割を有しており、県及

び関係市町との整合性を図りながら、関係市町と広域連合が果たすべき

役割を明確にし、推進していく必要がある。 

    広域連合が事業を行う区域は広範囲であり、経済圏域や住民の日常生
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活圏域は多様化しており、「雲南地区ふるさと市町村計画」の実践に当た

っては、構成市町と連携を図りながら検討していく必要がある。 

   

 （３）今後の方針と施策 

  〔基本方針〕 

    雲南地区ふるさと市町村圏計画の基本理念である「ゆうきの里 雲南」 

   のキャッチフレーズ「旬を感じ 生命を育む」は、旬を感じることので 

   きる豊かな自然を有し、伝統技術と健康を支えるおいしい農産物を育ん 

   できた雲南地域において、それぞれの市町が持ち味を活かしながら有機 

   的に連携し、ここに住む人々が誇りを持ってゆとりのある暮らしを実感 

   できる、人間性豊かな新しい生活の舞台を築き上げることをテーマとし 

   ている。このテーマのもとに、この地域の総合的な振興をめざし、広域 

   行政施策の一層の充実、強化を進め、地域住民の福祉向上を図る。 

    そのため、各市町の総合振興計画との連携を図りながら、住民ニーズ

の把握に努め、地域に密着した広域連合の運営を行う。 

    ふるさと市町村圏計画については、平成１３年４月、新たに「雲南地

区広域市町村圏」を設立するとともに、「雲南地区ふるさと市町村圏」の

指定を受け、平成１３年１２月に策定し、基本構想が平成１３年度から

平成２２年度までの１０年間となっている。 

また、基本計画については、平成１３年度から平成１７年度までの５

か年となっており、構成市町の合併後の総合振興計画の策定状況も踏ま

えながら平成１８年度から平成２２年度までの基本計画を策定し、広域

的な地域振興策を展開していくこととする。 

〔具体的な施策〕 

    広域的な地域振興策として、「ものづくり（産業の振興）」、「イメージ

づくり（観光の振興）」、「安心づくり（環境・基盤整備）」及び「人づく

り（教育・文化の振興）」に区分し、次の具体的な施策を展開してい   

く。 
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  （ア）ものづくり 

     雲南地域の基幹産業は農業であり、米をはじめとする多種多様な農

産物、農産加工品などが地域の特産品となっている。 

     広域連合では、これら特産品や農産物のブランド化を促進するため、

各種フェアやパンフレットなどで販路拡大に努める。 

     特に広島地域では、情報発信とともに、「島根ふるさとフェア」や「ゆ

うきの里雲南フェア」等を継続的に開催することにより積極的に雲南

地域の物産販売に努める。 

     近年、急速に進展する高度情報化社会にあわせ、インターネットを

利用した通信販売が販路拡大に大きな成果を挙げている。 

     広域連合では、雲南未来博物館などアクセス件数の多い広域連合の

ホームページに、特産品情報発信のポータルサイトを立ち上げ、情報

発信に努めると共に通販実施業者には直接アクセスできるサイトを開

設し特産品の販路拡大に努める。 

  （イ）イメージづくり 

     観光は、幅広い裾野を持つ産業であり、多くの雇用を生み出すなど

その経済効果は、あらゆる産業に波及し、所得と雇用を拡大し、地域

経済を活性化するものである。 

広域連合が中心となって広域的に振興を図っていくことがより効果

的な観光推進策であり、１市２町が連携した観光パンフレットを作成

するとともに、雲南地域の魅力ある情報を各種フェアやインターネッ

トなどあらゆるメディアを通じ、広島をはじめとして情報発信を行う。 

     ＪＲ西日本や関係市町等により木次線の利用促進のための取組とし

て、平成１０年４月からＪＲ木次線にトロッコ列車「奥出雲おろち号」

が運行されており、奥出雲の自然豊かな美しい景観や沿線の観光資源

が好評を博し、運行開始以来１０万人を超える観光客が訪れている。 

     広域連合は、ＪＲ西日本や関係機関と連携し、雲南地域全体への集

客効果も期待できるトロッコ列車の活用及びそのＰＲに努める。 

     更に、近年、韓国、中国、台湾から山陰地方へ入る観光客が増加し

ており、島根県が進める海外インバウンド対策事業とも連携し、外国
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人観光客など新たな地域からの誘客対策を検討する。 

  （ウ）安心づくり 

     広域連合は、平成１２年度から、光ファイバー網による広域介護保  

険事務システム用の基幹ネットワーク事業に着手し、平成１５年度に

広域連合を起点とした県内有数の広域光ファイバー網が完成した。 

多元的利用については、補助事業対象の処分制限期間の関係から、

補助金適正化法上、保健・医療・福祉分野における利用目的以外には

活用出来ない状況となっており、これを活かす新たな情報ネットワー

ク網の多元的利用を構造改革特区による申請も含めて検討する。 

地震や水害など甚大な被害が想定される災害対策として、単独の自

治体のみでなく、１市２町をはじめ近隣市町と連携した広域的な地域

防災体制の確立が必要であり、各市町の防災計画の策定と連携し、雲

南地域防災計画の策定について検討する。 

島根県の障害者福祉施策では、雲南地域を独立した障害保健福祉圏

域として圏域の実情に応じた施策を推進することとし、雲南圏域計画

に基づいてサービスの供給対策に取り組んでいる。 

広域連合では、県、構成市町と連絡調整を図りながら圏域目標を基

礎としつつ、広域的な事業運営や施設の相互利用など、地域の実情に

応じた効果的な施策展開が図られるよう支援する。 

現在、整備が進められている中国横断自動車道尾道松江線の三刀屋

木次インターチェンジまでの間は、平成１５年３月に開通し、広島県

高野インターチェンジ（仮）までの間は、国の新直轄方式として整備

されることも決定し、現地調査に着手されたところであり、今後、中

国横断自動車道尾道松江線にアクセスする道路、市町を結ぶ道路、県

境を越えて結ぶ道路等の幹線道路について、関係市町と十分な協議を

行い、その整備促進を側面から支援する。 

過疎化の急速な進行や自動車の普及により民間事業者のバス路線が

廃止されてきたこの雲南地域においては、高齢者の通院、児童や生徒

の通学等の方法として、市町が独自で市町営バスやスクールバスを運

行して住民の要望に応えている。 
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広域連合としては、広域的なバス運行等広域公共交通について、雲

南地域の住民の利便性を確保するため、構成市町等と十分な協議を行

い連携して対応していくこととする。 

 

（エ）人づくり 

     雲南地域は、様々なコミュニティ組織と活動があるが、過疎化が進

んでいる地域においては、世帯の減少に伴い集落の維持が困難となっ

て地域コミュニティの崩壊が懸念されている。また、価値観や生活様

式の変化に伴って、近隣との関係が希薄化しているのが現状である。 

     しかし、地方分権化や行財政改革の流れの中で、今後、行政と住民

の役割分担が進むと考えられ、地域コミュニティの維持、活性化が望

まれる。 

     広域連合では、地域の活性化を推進し、担い手を育成するため、地

域が自主的に開催する地域づくりに対して支援する。 

     児童・生徒を対象とした海外派遣事業については、厳しい財政状況

の中で見直しや廃止が進んでおり効率的に実施することが求められる。 

     広域連合では、島根国際センター等と連携し、島根少年の翼等の活

用を図り、児童生徒の国際交流事業の実施について支援する。 

     地方分権の進展や、市町村合併により行政職員の削減が進んで行く

中で、高度化、専門化、更には、広域化する行政に的確に対応できる

職員が求められるが、市町では研修の時間は減り、市町単独の研修機

会も減ってきている。 

     広域連合では、構成市町の求める課題に適応した職員研修を広域的

に開催し、経費節減に努め、より効果的な職員研修を実施していく。 

 

２ 介護保険の実施に係る基本方針に関する事務 

 

（１）経緯 

    全国的な少子高齢化が続く中、特に島根県は全国一の高齢県であり、

中でも雲南地域は過疎化、高齢化が急速に進んでおり、高齢化率は３市町
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とも３０％を超えている。平成１２年４月から創設された介護保険制度も

５年が経過し、現在国において見直し作業が行われているが、この間、雲

南地域では、居宅サービスについては通所系サービスの利用が活発な反面、

訪問系のサービスが低調であった。 

    一方、施設サービスについては、待機者数を反映して特別養護老人ホ

ームの整備や医療ニーズに対して介護療養型医療施設などを中心に整備

を図った。 

 

（２）現状と課題 

平成１８年４月から介護保険制度が改正され、①介護予防の推進②認

知症ケアの推進③地域ケア体制の整備が主な柱となっており、これら見

直しへの適切な対応が必要となっている。 

また、特別養護老人ホームについては、５４０名からの待機者がいる

ものの、地域内の整備率は全国平均を上回っており、一層の在宅ケアの

推進が必要となってくる。 

 

（３）今後の方針と施策 

  〔基本方針〕 

    施設サービスは、地域全域を単位として基盤整備を推進することとし、

居宅サービスは、利用者の居住地に近いところでサービスが受けられるよ

う、公立病院を核とする各サブ圏域を単位に、サービス基盤の整備を推進

する。 

    平成１８年４月の制度改正により創設される地域包括支援センターに

おいては、要支援者を対象とした介護予防給付や、要介護認定を受けて

いない高齢者を対象とした地域支援事業を実施し、介護予防を推進する。 

    また、主に認知症高齢者を対象とした地域密着型サービスの整備を推

進するとともに、在宅サービス利用を支援するため、保険者による特別

給付を導入する。 

 

〔具体的な施策〕 



 - 14 - 

（ア）介護サービス基盤の整備と充実 

     国の施設整備に対する参酌標準では、介護保険施設及び居住系サー

ビスの施設利用者は、平成２６年度において要介護２～５の認定者数の

３７％以下を目標とすることとなっており、基盤整備の推進策等は、「介

護保険調整会議」で調整し、各サブ圏域内の介護サービスの確保や調整

方法等は「サブ圏域介護保険サービス基盤整備推進協議会」で検討する。 

    また、介護サービス事業者の資質向上のための支援を行う。 

 

（イ）要介護状態を予防する施策の推進 

地域包括支援センターにおいて、要支援・要介護状態になることへ

の防止及び要支援者に対する重度化の防止に努める。 

また、地域包括支援センターの運営については、地域包括支援セン

ター運営協議会を設置して、適正な運営に努める。 

 

（ウ）在宅生活を可能にする施策の推進 

     住み慣れた地域で在宅生活が可能となるよう、地域密着型サービス

の整備を推進するとともに、住宅改修や訪問リハビリテーション、通

所リハビリテーションなどの充実や保険者特別給付の新設により、施

設入所から在宅生活への誘導策を推進する。 

 

（エ）認知症要介護者へのサービスの充実 

地域包括支援センターにおいて、認知症の早期発見と予防に努めるほ

か、認知症高齢者に対するサービス基盤整備を推進する。 

      また、サービス利用頻度が高い認知症高齢者や寝たきり者に対する、

区分支給限度基準額の引き上げを検討する。 

 

（オ）サービスが円滑に提供できるための体制づくり 

行政や介護事業者を交えた「地域ケア会議」を開催し、「介護保険調整

会議」との連携を図りながら、サービスが円滑に提供できる体制を構築

する。また、事業管理者連絡会へ側面的な支援を行う。 
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３ 広域的に行う事務の調査研究に関する事務 

 

 （１）経緯 

    行政の近代化は、行政を担当する職員の意識改革は当然のことである 

   が、行政機構の改善が最も重要である。 

    地方分権の推進や少子高齢化の進展、広域的な行政需要の増大、国・

地方を通じて、極めて厳しい財政状況にある中、国・地方とも、一層簡

素で効率的な行財政運営が求められ、基礎自治体である市町村の行財政

基盤を強化する必要があることから、全国的に市町村合併が進展し、雲

南地域においても、最終的に１市２町の構成となった。 

    なお、引き続き日常生活圏の拡大、価値観の多様化、少子・高齢化、

過疎化等が進む中で、住民の多様で広域的なニーズに対応するため、１

市２町となった現在においても、簡素で効率的な行政運営をするため広

域的に行うことのできる行政事務への対応が急務とされている。 

 

 （２）現状と課題 

    現在、地方分権や広域的な諸課題に柔軟に対応することが求められて 

   いる。 

    広域連合は、地方分権の受け皿として、市町事務の簡素化及び経費節 

   減に重要な役割を果たすこととなり、広域的に行う事務の調査研究を構

成市町と十分な協議を行い、実施していく必要がある。 

    市町村合併に伴い、圏域内に存在していた一部事務組合については、

広域連合を含め、５つの広域行政組合となったが、今後地方分権の進展

に合わせ、更なる事務の効率化を含め、広域行政のあり方を検討してい

く必要がある。 

 

 （３）今後の方針と施策 

    構成市町及び関係機関との連携を図り、市町事務の簡素化、合理化を

図るため、次の行政事務の中から、広域処理することにより簡素効率化
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が可能と考えられる業務について、広域化によるメリット、デメリット

を調査研究し、積極的な対応を図ることとする。 

    （ア）地方分権に関すること。 

    （イ）広域的な国民健康保険事業に関すること。 

    （ウ）広域的な老人保健事業に関すること。     

    （エ）広域的な保健福祉に関すること。 

    （オ）広域的な滞納整理等に関すること。 

    （カ）行政委員会の広域化に関すること。 

    （キ）一部事務組合等の事務の効率化に関すること。 

    （ク）その他広域連合長が特に必要と認める事項に関すること。 


